
【資料３】

令和７年度 第１回 大和高田市まち・ひと・しごと創生会議

第２期 大和高田市まち・ひと・しごと創生総合戦略における事業実施状況報告【基本目標 Ⅰ】

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

2,793事業所

（令和元年度）

【基礎調査】

2,793事業所

（令和元年度）

【基礎調査】

2,793事業所

（令和元年度）

【基礎調査】

2,294事業所

（令和3年度）

【活動調査・

速報】

2,312事業所

（令和3年度）

【活動調査・

確報】

2,312事業所

（令和3年度）

【活動調査・

確報】

2,312事業所

（令和3年度）

【活動調査・

確報】

△

1法人

（平成30年度）

3法人

（令和6年度）
2法人 2法人 2法人 2法人 3法人 〇

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

【指標3】中小企業相談機関での相談件数

(地域振興部・商工振興課)
－

　550件

（累計）

（令和2～6年度）

　54件
（令和2年12月15日～

令和3年3月31日実績）

96件

（累計）

136件

（累計）

172件

（累計）

186件

（累計）
△

【指標4】ふるさと納税において

     年５０件以上選択された事業者数

(企画政策部・企画創生課)

120件／年 130件／年
（平成２８～３０年度） （令和2～6年度）

51店舗 60店舗

（平成３０年度） （令和6年度）

11件（累計） 15件以上（累計）

（平成27年度～30年度） （令和2～6年度）
1件 △

「対象要件が厳しく利用しにくい」等々の意見に対し、条件の緩和を行い対応した。市

内に企業を誘致するための重要な事業であるため、現状維持のまま、周知を続けていく

とともに、件数増のための周知を図る。

2.

【指標7】商工業振興促進制度利用の

相談件数

(地域振興部・商工振興課)

2件 1件 2件 2件

【指標5】融資制度の利用件数

(地域振興部・商工振興課)
20件 82件 101件 74件 135件 △

物価高騰及び賃上げの影響により事業者の負担が増える中、低利率・保証料負担ゼロで

利用できる市制度融資は有効であるが、一部事業者負担にする等、検討の余地はあると

考える。

1.

R5に実施した利用事業者アンケートの結果や利用事業者からの声によると、事業自体の

満足度は高く、売上増加にも一定程度寄与していたが、今後の運営や市の関与状況を検

討し、令和6年度末で運営は終了している。

6事業者

（令和元年12月

末時点）

　10事業者

（令和6年度）
8事業者 9事業者 10事業者 13事業者 14事業者 〇

サイト掲載画像の写真撮影会や、サイト掲載テクニック等のセミナー開催を実施。　年

50件以上選択された返礼品ジャンルとしては、ニット製品、靴下類、米、奈良漬、レス

トランお食事券、ビーズクッション、いちご、アクセサリー、コーヒー、餃子 等多様な

ジャンルとなっている。

【指標6】市特産野菜の取扱店舗数

(地域振興部・農業振興課)
56店舗 56店舗 57店舗 61店舗 66店舗 〇

JA高田支店の軟弱野菜部会に軟弱野菜栽培農家育成助成金を交付し、引続き、軟弱野菜

のPR等を行うことにより、栽培の普及と出荷につとめている。

重要業績評価指標 基準値 目標値

年　　度

評価 具体的事業・進捗状況

評価 現状と分析

【指標1】事業所数

(地域振興部・商工振興課)

指標となる経済センサスの調査は5年ごとの実施である。基礎調査は令和6年度、活動調

査は次回令和8年度の予定。令和6年度に基礎調査が行われたが、令和元年度の基礎調査

から対象事業所が変更になった（縮小）ため、単純比較できない。

【指標2】農業法人数

(地域振興部・農業振興課)
令和6年度の１法人の増加は、既存の事業者が農業に参入したことによる増加。

　2.　地元雇用の創出
（1）企業誘致の推進

（2）農業の担い手確保・育成・就農支援

基本目標指標 基準値 目標値

年　　度

基　本　目　標 施　策 具　体　的　取　組 【基本的方向】

●本市における定住人口の確保や、まちの賑わいの活性化を図っていくために、市内における就業の場の確保や、既存企業や起業

家を対象とした相談支援体制の充実などの取組を通じて地域経済の発展に欠かすことのできない地元中小企業を中心に支援するこ

とにより、安定した雇用の創出を図るとともに地元中小企業に就業する専門人材の確保・育成に努めます。

●本市の特産品のブランド力を強化していくとともに新たな特産品の開発を推進していくことにより、本市における地域産業の競

争力強化を通じて、消費者にとっても生産者にとっても魅力ある産業の育成を推進します。

●農業経営の法人化を推進することで、農業経営の規模拡大や多角化を図るとともに雇用を創出し、新規就農者の確保及び農業技

術の習得の容易化を図ります。

●多くの産業において懸念される労働力不足を解消するため、高齢者や再就職希望者などの人材の活用を図ります。

 　　　本市における安定した

雇用を創出する

　1.　地域産業の振興

（1）相談支援体制の充実

（2）市特産品の開発とブランド力の強化

（3）中小企業者への支援

（4）働きやすい職場づくりの支援

Ⅰ

②③
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【資料３】

令和７年度 第１回 大和高田市まち・ひと・しごと創生会議

第２期 大和高田市まち・ひと・しごと創生総合戦略における事業実施状況報告【基本目標 Ⅱ】　　

（1）住まいの確保支援

（2）ＵＩＪターンの推進

（1）郷土愛を育む教育の推進

（2）学生との連携・協働の推進

（1）メディアなどを活用したＰＲの展開

（2）魅力的なイベントの実施

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

【指標9】空き家の活用に関する

相談件数

（環境建設部・住宅課）

－
70件（累計）

（令和2～6年度）
2件 8件 2件 2件 2件 △

2.

【指標11】学生との連携事業

参加人数

（地域振興部・市民交流センター）

（企画政策部・企画創生課）

－ 2,300人 12人 64人 135人 206人 130人 △

3.

【指標12】市外からの市ホーム

ページ アクセス件数

（企画政策部・広報広聴課）

577,065件

（平成30年度）

630,000件

（令和6年度）
1,287,616件 1,360,353件 973,799件 888,880件 900,076件 〇

令和2年度・3年度はコロナ禍で、一時的にホームページアクセス数が増加した。ホーム

ページ等をツールとして、情報収集される方が増加したことに対し、各課の施策や事業

を周知する有効な手段であるため、よりわかりやすい、見やすいホームページ作りをし

ていけるよう、職員へのホームページ作成の研修等を行うことにより、引続きスキル

アップを図っている。

【指標13】市情報の発信手段数

（企画政策部・広報広聴課）

3

（令和元年度）

4

（令和6年度）
3 5 5 6 7 〇

令和6年度には、Instagramを追加し、市広報誌、市ホームページ、奈良テレビ放送「い

きいきまちだより」、市公式LINE、市公式Youtubeチャンネル、X（旧ツイッター）の7

ツールとなっている。SNSに関しては、即座に情報発信が可能であり、特にXとLINEは

費用をかけずに運用できている面で効率性もよい。災害時にも適切で素早い情報発信が

必要であるため、SNSの存在の周知もより広く行っていきたい。

1件 △
奈良県とともに、移住・定住の促進を図るため、移住支援金制度（単身世帯：60万円/

世帯・2人以上世帯：100万/世帯）を設けていたが、相談件数は少なく、令和6年度も、

1件の相談があったが、移住支援金の申請には至っていない。

内訳

夏休みイベント：40人（生徒35人　教員5人）

百人一首イベント：13人（生徒12人　教員1人）

交流センターの植栽活動：1人（生徒0人　教員1人）

クリスマスミュージックフェスティバル（生徒83人）

　（以下、ミュージックフェスティバル内訳）

　・高田高校音楽部８名

　・高田商業高校アカペラ部10名

　・奈良文化高校吹奏楽部8名

　・高田高校吹奏楽部57名

1.

・特定非営利法人空き家コンシェルジュと空家等の対策の推進に関して、①空家等の活

用や管理用　②空家バンク　③その他空家等の流通　に関する相談について連携

・住まいづくり相談（リフォーム相談）の実施

【指標10】移住相談件数

(地域振興部)
－

50件（累計）

（令和2～6年度）
5件 3件 3件 4件

重要業績評価指標 基準値 目標値

年度

評価 具体的事業・進捗状況

16人/年 〇
４年連続、転入超過となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市

南部の宅地開発による転入増加と、外国人（20歳以上39歳未満）の転入が増加傾向にあ

る。

基本目標指標 基準値 目標値

社会動態増減数（転入者数 － 転出者数）

(企画政策部・企画創生課)

年度

評価 現状と分析

【指標8】

△436人/年

（平成27～30年度）

　△280人/年

（令和2～6年度）
△431人/年 27人/年 94人/年 6人/年

基　本　目　標 施　策 具　体　的　取　組

【基本的方向】

●本市では、奈良県内や大阪府への転出を中心に、年間３００～５００人程度の転出超過の実態がありますが、今後は市内におけ

る住まいの確保への支援や「住みよいまち大和高田」のＰＲを推進することなどにより転入者数の増加を図ることで、転入・転出

均衡に向けた転出超過規模の縮小を目指します。

●地域ブランド商品や本市の魅力を発信するイベントなどを活用した集客・交流の推進により、本市に興味を持つ人、訪れる人の

増加を図るとともに、こうした取組を通じたひとの流れを将来的には移住・定住へと結びつけることも視野に入れて推進します。

　　　　大和高田への新しい

ひとの流れをつくる

1.　移住・定住の促進

2.　本市への愛着を

　  育む取組の推進

3.　魅力発信の強化

①

Ⅱ

③
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【資料３】

令和７年度 第１回 大和高田市まち・ひと・しごと創生会議

第２期 大和高田市まち・ひと・しごと創生総合戦略における事業実施状況報告【基本目標 Ⅲ】

（1）出産環境の整備

（3）育児休業取得の推進

（1）子育て環境の整備

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

【指標15】妊産婦相談件数

（保健部・健康増進課）

1,075件

（平成30年度）

1,200件

（令和6年度）
855件 890件 1,002件 911件 997件 △

1.

伴走型相談支援事業は、全ての妊産婦とスムーズに面談ができ、妊娠中に面談のニーズ

があることを把握できている。妊娠期からの切れ目ない支援や虐待の防止、早期発見に

つながり、目的達成に十分な効果を発揮している。

令和６年度よりオンライン相談システムを導入し、妊産婦の支援を強化している。

【指標16】育児休業取得者の

保育継続利用件数

(福祉部・保育幼稚園課)

40件

（平成30年度）

50件

（令和6年度）
38件 42件 48件 64件 50件 〇

制度について、保育所に通所されている保護者に引続き周知を行っていることとあわせ

て、一般的に、育児休業をとりやすい職場環境が整い始めていることも、件数増加要因

と考える。

出生数

(企画政策部・企画創生課)

重要業績評価指標 基準値 目標値

年度

評価 具体的事業・進捗状況

評価 現状と分析

        【指標14】

339人

（平成30年）

380人

（令和6年）
358人 313人 328人 349人 272人 △

令和6年の合計特殊出生率が過去最低の0.94である。全国的にみても、出生数は年々減

少しているが、本市として様々な要因との相関関係は特定できていない状況のため、引

続き分析を続ける。ただし、本市の2024年1月～6月の出生数が133人であるのに対し、

2025年1月～6月の出生数は173人であるので、一時的に2024年だけが落ち込んだのでは

ないかとも推測される。

基本目標指標 基準値 目標値

年度

2.　子育ての希望の実現

（2）子育て施設の運営内容の充実

（3）就学支援・教育相談の充実

（4）子育てに対する支援の推進

（5）学習支援体制の整備

（6）学校などの安全対策の充実

基　本　目　標 施　策 具　体　的　取　組

【基本的方向】

●我が国における人口減少問題は、単に人口規模の問題ではなく、少子高齢化といった人口構造の問題でもあることを踏まえ、若

い世代の出産希望などの実現を支援するための少子化対策を推進します。

●少子化対策を図るに当たっては、晩婚化の対策として若者の結婚を支援していくとともに、その後の妊娠・出産・子育てに対す

る切れ目のない支援を推進します。

●こうした若い世代への支援や本市の特長のＰＲなどを通じ、本市が「子育てに魅力的なまち」であることが広く認知されること

により、結婚や出産を控えた若い世代の移住・定住にまで結びつくことも視野に入れた取組を推進します。

若い世代の結婚・出産・子育ての

希望をかなえる

1.　出産希望の実現 （2）妊娠・出産に対する支援の充実

3.　結婚希望の実現 （1）結婚希望者への支援

4.　子育て情報発信の充実 （1）子育て情報の積極的な発信

①

Ⅲ

③
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【資料３】

令和７年度 第１回 大和高田市まち・ひと・しごと創生会議

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

【指標17】乳幼児相談

（すくすく相談）件数

（保健部・健康増進課）

182件

（平成30年度）

240件

（令和6年度）
134件 123件 151件 192件 203件 △

121,986件 122,159件 96,388件 97,776件 〇
コロナ禍で、一時的にホームページアクセス数が増加した。

子育て世代は、欲しい情報はインターネットで検索する傾向が強いため、見やすいホー

ムページ作成をしていけるよう、研修等を通じ、スキルアップを図る。

4.
【指標23】子育てページアクセス数

（企画政策部・広報広聴課）

4,660件

（平成30年度）

6,000件

（令和6年度）
110,248件

3.
【指標22】結婚支援の事業数

（地域振興部・まち振興課）

1事業

（平成30年度）

3事業

（令和6年度）
0事業

小学校（小６）

85.7％（国語）

78.1％（算数）

中学校（中３）

85.8％（国語）

69.5％（数学）

△

小学校、中学校共に国語の授業がよく分かると思う子どもたちの割合が上昇した。これ

は、読書活動に力を入れている学校が多く、読解力や語彙力の向上に取り組んでおり、

ICTの効果的な活用にも力を入れ、児童にとって理解しやすい授業が実践できるように

取組を進めた効果があらわれてきたとも考えられるが、学力テストとの相関は低い。

【指標21】小学校・中学校における

国語及び算数・数学の授業の内容が

よく分かると思う子どもたちの割合

（教育部・学校教育課）

小学校（小6）

83.4%（国語）

79.1%（算数）

中学校（中3）

76.9%（国語）

78.9%（数学）

（令和元年度）

小学校：

90.0%

中学校：

85.0%

（令和6年度）

アンケート

実施なし

小学校（小６）

80.4％（国語）

82.6％（算数）

中学校（中３）

80.4％（国語）

65.1％（数学）

小学校（小６）

79.2％（国語）

79.0％（算数）

　

中学校（中３）

66.0％（国語）

72.9％（数学）

2事業 2事業 3事業 〇

令和4年度以降は業務委託に頼らず、職員が主体となったカップリングイベントやプロ

の講師による結婚希望者に対する支援セミナーをおこなった。令和6年度も職員が主体

となりカップリングイベント等を実施することでコストの削減を目指しながら、実施回

数を増やすことで成果の拡充を目指してきたが、基本事業の目的達成に十分な効果が発

現していないことから、事業の廃止を行った。

0事業

【指標19】児童ホームの開設時間

（福祉部・保育幼稚園課）

18時まで

（平成30年度）

延長する

（令和6年度）
18時まで 19時まで 19時まで

3校区

（令和4年度）

3校区

（令和5年度）

3校区

（令和6年度）
△

令和6年9月末をもって児童館を閉館。残りの施設で、子育て中の親子が気軽に集い、相

互交流や育児相談ができる場の提供を行っている。

19時まで 19時まで 〇
7時30分（学校休業日のみ）～19時まで開設。令和6年度からは、夏季休暇期間（お盆

休み期間）についても開設を開始した。

重要業績評価指標 基準値 目標値

年度

評価 具体的事業・進捗状況

2.

育児不安の解消や児童虐待の早期発見と予防につながる事業であり、十分な効果を発揮

していると言える。なお、専門職の人員不足が問題となっているため、人員確保に努め

ていく必要がある。

【指標18】保育環境の整備事業を

実施した保育施設の数

（福祉部・保育幼稚園課）

－
全公立保育所

（令和6年度）
３施設 ８施設 0施設 8施設

【指標20】地域子育て拠点事業または

その出前講座を実施する小学校区の数

（福祉部・こども家庭課）

3校区

（平成30年度）

全小学校区

（令和6年度）

3校区

（令和２年度）

3校区

（令和３年度）

0施設 △
今後の幼稚園・保育所の在り方について令和7年度から2か年で幼保再編計画を策定予定

であり、それに基づき、整備計画も考えていく必要がある。

小学校（小６）

80.2％（国語）

78.9％（算数）

中学校（中３）

73.2％（国語）

74.0％（数学）
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【資料３】

令和７年度 第１回 大和高田市まち・ひと・しごと創生会議

第２期 大和高田市まち・ひと・しごと創生総合戦略における事業実施状況報告【基本目標 Ⅳ】

（3）未来技術の活用の積極的な検討

（1）地域課題をともに解決していく人材づくり

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

1.
【指標25】居住誘導区域内の人口

（環境建設部・都市計画課）

約47,500人
（令和2年1月1日時点）

47,500人

（令和6年度）

約46,900人
（令和3年1月1日時点）

約46,700人
（令和4年1月1日時点）

約46,400人
（令和5年1月1日時点）

約46,100人
（令和6年1月1日時点）

 約45,600人
（令和7年1月1日時点）

△

【指標26】自主防災組織結成数

（市民生活部・危機管理課）

46団体
（令和元年10月1日時点）

56団体

（令和6年度）
51団体 52団体 53団体 55団体 55団体 △

70回 90回 〇

　市民交流センターで市民活動を行う団体数は登録団体の３分の１で、それ以外は当館

以外で実施している。当館で実施しやすい工夫（登録団体への企画及び広報の支援、市

民活動における参加費徴収を認めるなど）を行い、　市民交流センターでの活動数の増

加を目指す。また市民活動を主体的に行うことが出来ていない団体も見受けられるた

め、支援の手段として市民らが主体者として参画する市民交流センターによる自主企画

事業を継続して実施する。

【指標28】市民協働活動を推進

する事業の実施回数

（地域振興部・市民交流センター）

57回

（令和元年度）

57回

（令和6年度）
28回 66回 56回

2.
【指標27】生活支援サポーター数

（保健部・地域包括ケア推進課）

174人

（平成30年度）

250人

（令和6年度）

174人

（累計）

174人

（累計）

192人

（累計）

208人

（累計）

224人

（累計）
△

地域の互助の担い手として、生活・介護支援サポーター養成講座を実施し今後もサポー

ターが地域で活躍しやすいよう支援を行っていく。

立地適正化計画に基づき、都市構造を将来的に維持するために、都市機能誘導・居住誘

導施策を進めている。市全体としては、転入超過に転じているが、居住誘導区域は減少

傾向にある。

自主防災組織への助成金の交付は地域の防災力を向上させる方法として、有効である。

重要業績評価指標 基準値 目標値

年度

評価 具体的事業・進捗状況

26.7% 28.4% △

令和6年度「第2期大和高田市まち・ひと・しごと創生総合戦略（現：大和高田市デジタ

ル田園都市構想総合戦略）」改訂時に実施したアンケート結果では、「住みよい」が

28.4％、「どちらかといえば住みよい」が46.9％であり、肯定的評価としては、75.3％

であった。

『住みよい』と考える市民の割合

(企画政策部・企画創生課)

　【指標24】

26.1%

（令和元年度）

36.0%

（令和6年度）
- - -

基本目標指標 基準値 目標値

年度

評価 現状と分析

2.　人と人のつながりを

   生かしたまちづくり （2）だれもが活躍し、支えあうことができる地域づくりの促進

3.　健康づくりの推進
（1）健康に対する意識の向上

（2）介護予防の促進

基　本　目　標 施　策 具　体　的　取　組

【基本的方向】

●人口減少時代に対応した都市や地域を構築することで、これまでと同じように、あるいはこれまで以上に、市民が住み慣れた地

域で安心して暮らせるような地域づくりを推進します。

●都市機能や生活機能の集積化に取り組むとともに、地域コミュニティなどにおける人と人とのつながりや支え合いの意識仕組み

づくり、地域資源を活用した市民活動・コミュニティの強化・支援を推進します。

●市民が住み慣れた地域で生き生きと暮らし続けていけるように、健康づくりを推進します。

地域が連携し、安心して暮らせる

まちをつくる

1．時代の変化に対応できる
（1）地域の特性に応じたコンパクトなまちづくりの推進

（2）地域資源を活用したまちづくりの推進

    まちづくり

①

Ⅳ

③
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【資料３】

令和７年度 第１回 大和高田市まち・ひと・しごと創生会議

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（令和2年度） （令和3年度） （令和4年度） （令和5年度） （令和6年度）

   【指標29】

特定健診の受診率

（保健部・保険医療課）

   【指標30】

いきいき百歳体操の開催箇所

（保健部・地域包括ケア推進課）

   【指標31】

男性：17.56年

女性：19.66年

（平成29

-平成31/令和1年）

男性：17.26年

女性：19.72年

（平成30

-令和2年）

男性：17.25年

女性：19.79年

（平成31/令和1

     -令和3年）

男性：17.33年

女性：20.13年

（令和2

-令和4年）

男性：17.86年

女性：20.28年

（令和3

-令和5年）

健康寿命（平均自立期間）

（保健部・健康増進課） 男性：18.24年

女性：20.80年

（平成29

-令和元年）

【12市平均】

男性：18.33年

女性：20.82年

（平成30

　-令和2年）

【12市平均】

男性：18.55年

女性：20.93年

（平成31/令和1

-令和3年）

【12市平均】

男性：18.51年

女性：21.00年

（令和2

 -令和4年）

【12市平均】

男性：18.53年

女性：21.03年

（令和3

 -令和5年）

【12市平均】

継続して活動できるように専門職派遣するとともに、新たな団体が立ち上げできるよう

支援を行い、地域での活動の充実、拡充を図る。高齢化により活動停止になる団体があ

るが、団体数は維持もしくは増加するよう取り組む。

男性：17.64年

女性：19.73年

（平成28年度）

県12市平均

（令和4年度）

※令和6年度公表

最新データ

△

がん検診等：受診者数が横ばいであり、受診しやすい体制づくりのために個別化を進め

ていく。がん検診受診後、要精密検査になった場合の受診の重要性を啓発する必要があ

る。

肝炎ウイルス検診は前年度と比べて、受診者数が微増している。薬局の協力により、市

の肝炎ウイルス検診についての周知啓発を実施できている。今後も検診事業の周知啓発

を図っていく。

個別歯科検診を開始後、受診者数は増加しており、コストを維持しながら継続実施す

る。

生活習慣病予防事業については、令和6年度から民間委託を行い、夜間や休日の電話で

の利用勧奨やICTを使った遠隔面談をできるようになった。業務委託したことを市民に

周知・啓発し、さらに特定保健指導の実施率向上につなげる。

特定健康診査（集団実施）については、多様な受診機会を確保することで、受診率向上

に寄与している。ＷＥＢ予約の導入や、業者委託による受診勧奨の効果も相まって令和

6年度は予約率が向上した。令和７年度は全体の受診枠数は変更せず、実施回数を整理

し、一日の受診枠数を増やして調整する。また受診勧奨については、R6年度は予算を増

額し、セグメント技術に特許を持ち、全国的に実績をあげている事業者への受診勧奨事

業を委託し、勧奨資材や勧奨時期を工夫した結果、速報値では、受診率が5.6ポイント

向上した。令和７年度は、生活習慣病のレセプトありの健診未受診者にかかりつけ医で

の受診を啓発する勧奨資材を作成する予定。

12箇所

（平成30年度）

20箇所

（令和6年度）
15箇所 15箇所 16箇所 18箇所 20箇所 〇

3.

26.2%

（平成30年度）

県12市平均

（令和6年度）

31.9%

（令和元年度）

32.6％

【12市平均】

25.3%

（令和2年度）

29.5％

【12市平均】

28.0%

（令和3年度）

　

32.8％

【12市平均】

28.4%

（令和4年度）

　

　32.9％

【12市平均】

27.9%

（令和5年度）

　

33.2％

【12市平均】

△

重要業績評価指標 基準値 目標値

年度

評価 具体的事業・進捗状況
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